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平成26年全国消費実態調査に係る主な検討課題

項目名
課題
番号

課   題

調査世帯の負担 1 調査内容に対する拒否感

調査事項が世帯のプライバシーに直結する内容であることから、調査世帯の拒否感が強い。また、調査内容が複
雑であることから、回答が困難な高齢者がいる。

→資料３－１　全国消費実態調査における協力依頼の状況

2 調査期間

二人以上世帯の調査期間が３か月であることの負担が大きい。

→資料４別紙１　調査期間を２か月に短縮した場合の標本数（試算値）について
平成21年全消研究会における検証によると、精度を維持した上で調査期間を２か月に短縮した場合、標本数は約
２割増加）。ベテラン調査員の確保が困難な現状では標本数の増加に対応できない。

3 広報の効果
生活保護基準や相続税の見直し、新エネルギーの導入状況の把握など、調査結果が及ぼす生活への影響の大きさ
が調査世帯に伝わっていない。また、若年層を中心に広報が浸透していない。

4
調査対象世帯に対するイ
ンセンティブ

地方公共団体からは、調査世帯に対し、家計診断等のインセンティブ措置を講じてはどうかとの意見がある。家
計調査や全国消費実態調査のアンケートにおいても、調査世帯が調査を機に消費支出の見直しを行った旨の記述
が多数見られる。

調査員及び地方公
共団体の事務負担

5 調査世帯への接触
調査世帯の拒否感が強いこともあり、調査単位区の世帯名簿作成や記入依頼が困難である。また、１単位区あた
り12～14世帯を調査することに対しても調査員の負担感が大きい。

6 単身世帯への接触

従来の無作為抽出による調査方法では、若年層の単身世帯への接触が困難であることから、高齢層のみに偏る傾
向がある。平成21年調査において導入した全国単身世帯収支実態調査（モニター調査）を次回調査においても実
施する場合、一般的な民間調査会社において調査可能なモニターの数やその属性など市場の動向を把握するとと
もに、モニター調査によって高齢単身世帯を確保できるかどうかを検討する必要がある。

→資料５－１　全国単身世帯収支実態調査の概要
　資料５－２　全国単身世帯収支実態調査の位置づけ
　資料５－３　全国消費実態調査の単身世帯調査におけるモニター調査導入のイメージ図
→民間調査会社にヒアリングを実施予定（次回検討会において報告）

7 準調査世帯名簿の作成

準調査世帯名簿の作成にあたり、調査を拒否している世帯に対し、通常の世帯以上の世帯情報を聞き取ることを
調査員に求めており、調査員の負担となっている。平成21年調査における準調査世帯の世帯主の年齢階級別結果
表においても、不詳の割合が30％を超えており、有用性が乏しくなっている。

→資料４別紙２　準調査世帯における世帯属性の不詳率の推移

資料４ 
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項目名
課題
番号

課   題

調査員及び地方公
共団体の事務負担
（続き）

8 調査のスケジュール 地方公共団体から、調査依頼及び調査票審査の期間が短いとの意見が出ている。

9 審査・集計事務
調査世帯の記入者負担が大きいことから、記入内容に疑義又は不備があった場合も、協力している調査世帯に対
して記入指導や疑義照会を行うことが難しい。

10 町村の調査世帯数
調査対象の各町村において、約３分の２の調査対象市と同水準の24世帯を調査しており、人口規模からみて町村
の負担が重くなっている。

調査項目 11 調査項目

社会的・政策的なニーズの変化に応じた調査項目の見直しを検討する必要がある。

→各府省、都道府県に対し、調査事項、集計内容等に関する要望等を把握するため、アンケートを実施予定（次
回検討会において報告）

公表内容 12 結果表の精度

小都市Ａ・Ｂ、区及び町村の個別結果については、標本規模が小さく誤差が大きいことに加え、利用状況も良好
とは言えない。その他、精度に疑義がある結果表が散見される。

→資料４別紙３　平成21年全国消費実態調査における市町村別結果について



（平成21年全国消費実態調査研究会（第２回）資料３別添資料） 

 

調査期間を２か月に短縮した場合の標本数（試算値）について 

 

 

１ ２か月調査時の結果精度 

 全国消費実態調査では、家計収支を把握するために調査世帯のうち二人以上の世帯に

は３か月間にわたり家計簿を記入してもらっている。 

 家計簿の記入は、調査世帯において大変な作業であり、かねてよりその負担軽減のた

めの方策が考えられているところである。そこで、調査期間の短縮が可能かどうかを検

討するため、二人以上の世帯において家計簿の記入期間を３か月から２か月に短縮した

場合の結果精度を試算したところ、都市階級別の消費支出額の標準誤差率について以下

の結果を得た。 

 

 

 

 

 

 

 都市階級別の標準誤差率をみると、２か月平均の場合はどちらも３か月平均に比べて

標準誤差率が大きくなる結果となったが、２か月平均どうしを比較すると、10、11月平

均より９、10月平均の方が誤差率が大きい結果となった。これは、調査開始月の９月は、

調査世帯が家計簿の記入に慣れていないため、２か月目以降の月よりばらつきが大きく

なるためであると考えられる。 

 

２ 標本数の試算 

仮に調査期間を２か月に短縮した場合も、利用に耐えうる結果を提供するためには、

必要な結果精度として前回並みの精度を維持するべきであると考え、その場合の必要な

標本数を試算した。標本数は、資料３の別紙１で算出した３か月調査時の標本数を基本

数とし、これに都市階級別に２か月平均時の３か月平均時に対する標準誤差率の増分の

二乗を乗ずることで試算したところ、全国で３か月調査時の54,372世帯に対して、約２

割増の67,134世帯となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 都市階級別標準誤差率（％）
大都市 中都市 小都市A 小都市B 町村

３か月平均(９～11月) 1.31 0.64 0.81 1.11 1.17
２か月平均(９,10月) 1.44 0.71 0.91 1.23 1.29
２か月平均(10,11月) 1.42 0.69 0.84 1.20 1.21

  

別紙１ 
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準調査世帯における世帯属性の不詳率の推移 

 
１ 準調査世帯における世帯属性の不詳率 

平成21年全国消費実態調査の準調査世帯注1）における世帯属性の不詳率は、二人以上の世帯

の年齢階級が33.5％、世帯主の職業が34.5％、住居の所有関係が23.3％、世帯人員が33.4％、

となっている。単身世帯では、世帯主の年齢階級が32.9％、世帯主の職業が38.3％、住居の所

有関係が21.0％となっている。 

 昭和39年以降の推移注2）をみると、二人以上の世帯、単身世帯共に上昇傾向にある。 
注１）全国消費実態調査では、準調査世帯（調査予定世帯として選ばれた世帯で、やむを得ない理由で調査

票の記入を引き受けられなかった世帯）に世帯属性の聞き取りを行っている。聞き取りの内容は、「世帯

主の年齢階級」、「世帯人員及び就業人員」（二人以上の世帯のみ）、「世帯主の職業」及び「住居の所有関

係」 

注２）昭和 54年及び 59年の調査においては、単身世帯を調査していない。 

 

 

図 準調査世帯における世帯属性の不詳率の推移 

 

二人以上の世帯 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
単身世帯 
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２ 準調査世帯のうち最初に抽出された世帯における世帯属性の不詳率 

準調査世帯のうち最初に抽出された世帯における世帯属性の不詳率は、二人以上の世帯の年

齢階級が 20.5％、世帯主の職業が 21.6％、住居の所有関係が 14.4％、世帯人員が 20.4％とな

っている。単身世帯では、世帯主の年齢階級が 23.4％、世帯主の職業が 28.5％、住居の所有関

係が 15.1％となっている。 

 
 

図 準調査世帯のうち最初に抽出された世帯における世帯属性の不詳率の推移 
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平成 21年全国消費実態調査における市町村別結果について 

 

 

１ 市町村間変動係数 

 都市階級、収支項目別収支金額別に市町村間変動係数をみると、人口規模が小さい都市階級の

ほうが大きくなっている。 

 

表 都市階級，収支項目別収支金額の市町村間変動係数 

 
※市町村間変動係数：各市町村平均の都市階級平均に対する変動係数 

※大都市：政令指定都市及び東京都区部、中都市：人口 15万以上 100万未満の市（大都市を除く。） 

小都市Ａ：人口５万以上 15万未満の市、小都市Ｂ・町村：人口５万未満の市・町村 

 

２ 個別事例 

 市町村別結果をみると、小都市Ａ、小都市Ｂ及び町村を中心に、精度に疑義があるものが散見

される。 

＜具体例＞ 

・持家率 100％が 148 市町村。持家率「－」（＝持家の世帯がない）が１町 

・年間収入 1000 万円以上が５市町 

・「住居」をみると、10万円超の市がある一方で、1,000円未満も４市町 

・「教育」をみると、「－」（＝教育に支出した世帯がない）が１市。勤労者世帯では、５市町で「－」 

・貯蓄現在高をみると、4000 万円超が１町 

・貯蓄と負債をみると、15 市町で負債超過（貯蓄現在高＜負債現在高） 

・勤労者世帯の可処分所得をみると、100万円超が１町 

 

 

 

二人以上の世帯

大都市 中都市 小都市Ａ
小都市Ｂ

・町村

1.7 3.9 9.2 12.4

8.4 8.2 17.1 20.8

1.3 3.3 6.4 6.8

4.7 7.6 14.6 17.3

4.3 6.4 13.4 17.2

3.4 5.3 10.0 11.6

11.1 29.4 72.8 94.3

4.1 6.0 10.8 13.1

9.6 13.5 26.8 30.0

5.0 13.5 24.9 30.7

6.9 12.0 28.0 32.0

9.9 18.3 32.8 40.8

11.4 27.3 59.4 76.9

7.5 13.3 22.7 29.7

6.6 13.3 27.0 30.4

10.8 25.1 53.5 61.1

6.9 14.1 27.9 35.2

9.0 22.5 57.4 57.4

世 帯 人 員

有 業 人 員

世 帯 主 の 年 齢

年 間 収 入

食 料

住 居

消 費 支 出

光 熱 ・ 水 道

家 具 ・ 家 事 用 品

被 服 及 び 履 物

保 健 医 療

交 通 ・ 通 信

教 育

教 養 娯 楽

そ の 他 の 消 費 支 出

土 地 家 屋 借 金 返 済

貯 蓄 現 在 高

負 債 現 在 高

別紙３ 
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